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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 11,176 △0.5 760 20.3 765 22.6 536 52.4

28年3月期 11,237 △4.3 632 △9.3 624 △18.1 352 △69.2

（注）包括利益 29年3月期　　626百万円 （341.6％） 28年3月期　　141百万円 （△90.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 14.87 ― 5.6 5.2 6.8

28年3月期 9.56 ― 3.7 4.3 5.6

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 15,193 9,849 64.8 272.78

28年3月期 14,224 9,422 66.2 260.93

（参考） 自己資本 29年3月期 9,849百万円 28年3月期 9,422百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 930 △44 △198 4,211

28年3月期 1,292 △432 △580 3,526

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 1.50 ― 3.50 5.00 182 52.3 1.9

29年3月期 ― 2.00 ― 5.00 7.00 252 47.1 2.6

30年3月期(予想) ― 3.00 ― 2.50 5.50 47.3

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,900 11.1 310 6.5 320 36.6 220 31.8 6.09

通期 12,000 7.4 600 △21.1 610 △20.3 420 △21.8 11.63



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 38,990,870 株 28年3月期 38,990,870 株

② 期末自己株式数 29年3月期 2,881,541 株 28年3月期 2,879,129 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 36,110,834 株 28年3月期 36,836,904 株

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページの「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析（今後の見通し）」をご覧くださ
い。
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の改善、所得・雇用環境の改善が続き、緩やかな回復基調で推

移してまいりました。しかしながら、米国の新政権による経済政策の影響、中国を始めとする新興国の景気の動

向、英国のＥＵ離脱、外国為替市場や資源価格の変動等により、先行きは不透明となっております。 

電線業界における銅電線出荷量は、自動車部門は堅調に推移しましたが、建設・電販、通信、電力部門が低調に

推移したこともあり、全体では前年を下回る状況で推移してまいりました。 

そのような状況のもと、当社グループは、安定的な収益力の確保に向けて、新規分野、新規顧客へのアプロー

チ、新商品の市場投入、海外販売の加速、コスト削減等を進めてまいりました。 

売上高につきましては、電線・ケーブルセグメントは増加、電極線セグメントは減少しました。この結果、前年

に比べ61百万円減の11,176百万円となりました。 

営業利益につきましては、設備投資や人件費は増加しましたが、電線・ケーブルセグメントの売上高の増加、品

種構成の良化、銅・亜鉛価格が下落したことにより仕入価格が下がったことなどにより、前年632百万円に対し760

百万円となりました。経常利益は前年624百万円に対し765百万円となりました。親会社株主に帰属する当期純利益

は前年352百万円に対し536百万円の利益となりました。 

 

①セグメントの業績 

セグメント名

平成28年３月期 平成29年３月期 対前年同期増減率

売上高

（百万円）

営業利益

（百万円）

売上高

（百万円）

営業利益

（百万円）

売上高

（％）

営業利益

（％）

電線・ケーブル 8,712 463 8,799 509 1.0 10.0 

電極線 2,147 26 2,002 87 △6.8 230.3

不動産賃貸 377 142 374 163 △1.0 14.6 

合計 11,237 632 11,176 760 △0.5 20.3 

（注）各セグメントの主な商品は以下のとおりであります。 

 １．電線・ケーブル 機器用電線、通信用ケーブル、光ケーブル、フラットケーブル 

ワイヤーハーネス、フレキシブル基板、オーディオ用ケーブル 

 ２．電極線      ワイヤ放電加工機用電極線 

 ３．不動産賃貸   本社・群馬地区建物の賃貸等 

 

 [電線・ケーブル] 

売上高につきましては、通信用ケーブルは需要減で減少しましたが、機器用電線、ワイヤーハーネスやフレキシ

ブル基板が産業用機械メーカー向けに増加したことにより、前年に比べ87百万円増の8,799百万円となりました。 

営業利益につきましては、設備投資は増加しましたが、売上高の増加、銅価格下落により仕入価格が下がったこ

ともあり、前年463百万円に対し509百万円の利益となりました。 

 [電極線] 

売上高につきましては、採算性の低い海外向け商品の販売戦略の見直しや銅・亜鉛価格の下落、円高の影響もあ

り前年に比べ145百万円減の2,002百万円となりました。 

営業利益につきましては、品種構成の良化、コスト削減、また、銅・亜鉛価格下落により仕入価格が下がったこ

ともあり、前年26百万円に対し87百万円の利益となりました。 

 [不動産賃貸] 

売上高につきましては、374百万円となりました。 

営業利益につきましては、修繕費が減少したことなどにより前年142百万円に対し163百万円の利益となりまし

た。 
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（今後の見通し） 

次期の業績見通しは売上高12,000百万円、営業利益600百万円、経常利益610百万円、親会社株主に帰属する

当期純利益は420百万円を見込んでおります。 

景気については先行き不透明感があるものの、ＦＡ市場は自動化、ロボット化の流れで成長が継続すると見

込まれ、医療機器市場は堅調と見込んでおります。これらの市場に注力することにより、売上高につきまして

は、機器用電線、ワイヤーハーネス、フレキシブル基板が産業用機械メーカー向け及び医療機器メーカー向け

に増加すると見込んでおります。 

利益面につきましては、売上高の増加は見込まれますが、銅価格の上昇により仕入価格が上がることが見込

まれること、研究開発・生産・海外販売を加速するための投資を積極的に進めることにより減益と見込んでお

ります。 

第２四半期累計期間の業績予想は、売上高5,900百万円、営業利益310百万円、経常利益320百万円、親会社株

主に帰属する四半期純利益は220百万円を見込んでおります。 

なお、業績予想の前提条件として、銅の建値は72万円/トン、亜鉛の建値は37万円/トン、為替レートは１米

ドル110円、１ユーロ120円で想定しております。銅、亜鉛、石油化学製品の国際価格及び為替相場の変動は、

当社グループの業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況

総資産は15,193百万円となり、前連結会計年度末に比べ969百万円増加しました。 

流動資産は9,572百万円となり、前連結会計年度末に比べ871百万円増加しました。これは、現金及び預金や受

取手形及び売掛金が増加したためであります。 

固定資産は5,621百万円となり、前連結会計年度末に比べ97百万円増加しました。これは主に、投資有価証券

が増加したためであります。 

負債合計は5,344百万円となり、前連結会計年度末に比べ542百万円増加しました。 

流動負債は3,293百万円となり、前連結会計年度末に比べ486百万円増加しました。これは主に、支払手形及び

買掛金が増加したためであります。 

固定負債は2,050百万円となり、前連結会計年度末に比べ55百万円増加しました。これは主に、退職給付に係

る負債が増加したためであります。 

純資産合計は9,849百万円となり、前連結会計年度末に比べ427百万円増加しました。これは主に、利益剰余金

が増加したためであります。 

自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.4ポイント減少し64.8％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは930百万円の収入となりました。これは、税金等調整前当期純利益や減

価償却費などによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは44百万円の支出となりました。これは、有価証券の減少による収入はあ

りましたが、有形固定資産の取得による支出が上回ったためであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは198百万円の支出となりました。これは主に、配当金の支払によるもの

であります。 

その結果、現金及び現金同等物は当連結会計年度に684百万円増加し4,211百万円となりました。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

  平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

自己資本比率（％） 69.2 66.5 67.1 66.2 64.8

時価ベースの自己資本比率

（％）
41.6 50.3 82.5 55.9 55.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
0.9 0.9 0.4 0.3 0.4

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
117.2 124.3 278.3 360.4 315.8

※自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注１）各指数は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は株主還元の充実と株主価値を中長期的に高めるために資本効率及び財務の健全性の最適なバランスを追求

していきたいと考えております。 

利益配分に関し、配当性向50％を目処として利益還元を行い、株主の皆様に対し安定的な配当を目指します。ま

た、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

この方針に基づき、平成29年３月期の期末配当金につきましては１株当たり５円といたします。これによりすで

に実施いたしました中間配当金２円と合わせて７円となり、配当性向は47.1％となる予定です。 

内部留保金の使途につきましては、新商品・新事業の展開への開発投資、将来の企業体質の強化等に活用し企業

価値の向上に努めてまいります。 

なお、次期の配当金につきましては、１株当たり中間は３円、期末は２円50銭、通期５円50銭、配当性向は

47.3％を予定させていただきます。 
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（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあり

ます。これらは、当社グループの事業等に関するリスクをすべて網羅するものではありませんのでご留意くださ

い。 

なお、当社グループはこれらのリスクを認識したうえで、リスクの回避およびリスクが顕在化した場合には、

影響の最小化に向けて迅速かつ適切に対処する方針であります。 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 

①経済状況 

当社グループの事業は主に産業用機器・情報通信・半導体関連業界の市場における経済状況の影響を受けま

す。これらの市場における景気後退、それに伴う需要の縮小は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

②素材価格の変動 

当社グループの主要商品に材料として使用される銅・亜鉛、石油化学製品等の価格は国際市況に連動してお

り、それにより当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

③為替相場の変動 

当社グループは、海外への売上、海外からの調達があり外貨建債権債務を有しております。そのため、為替相

場の動向によっては、為替差損益が発生する可能性があります。 

④退職給付債務 

当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産の期待収益率に基づいて

算出しております。また、債務の積立不足を補うため退職給付信託を設定しております。これらの前提条件と実

際の結果が異なった場合や信託設定株式の株価の下落は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

⑤保有有価証券の時価下落 

当社グループは、株式市場の影響を受ける有価証券を保有しております。これらの有価証券の時価が著しく下

落した場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑥税効果会計 

税効果会計においては、将来の予想・前提に基づいて、繰延税金資産及び繰延税金負債の算定を行っているた

め、予想・前提となる数値に変更がある場合もしくはこれらの算定を行うための会計基準及び税制の変更がある

場合には、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦減損会計 

当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日））を適用しております。当該資産グループの収益性が継続的に悪化した場合

は、減損損失が発生し、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑧自然災害等 

当社グループの生産・販売拠点における地域で大規模な自然災害等が発生した場合、事業活動が中断又は停滞

することにより、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑨品質 

当社グループは、徹底した管理体制の下で商品を製造しておりますが、将来にわたり多額の補償費用を伴う品

質トラブルが発生しない保証はありません。当社グループでは製造物責任賠償の保険に加入していますが、賠償

額を全て補える保証はなく当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑩研究開発 

当社グループは、主要商品である電線・ケーブル、電極線について開発に取り組んでいます。しかしながら、

必ずしも市場のニーズに合致した商品開発ができるとは限らず、また、商品化の遅れ等により、当社グループの

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑪知的所有権 

当社グループは、第三者の知的財産を侵害しないよう商品開発、販売活動を行っていますが、意図せず第三者

の知的財産を侵害してしまった場合、損害賠償金の支払い、販売の差し止め等の可能性があります。また、第三

者が、当社グループの知的財産を侵害する可能性もあり、その場合、販売機会の損失等、当社グループの業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、子会社５社、その他の関係会社１社で構成され、電線・ケーブルや電極線の製造販売及

び不動産の賃貸を主な内容とし展開しております。 

当社グループの事業に関わる位置付けは、次のとおりであります。 

 

電線・ケーブル    当社が製造販売するほか、連結子会社である沖電線ワイヤーハーネス（株）が製造、モ

ガミ電線(株)が製造販売、日沖電線（常熟）有限公司、昨年設立したOKI ELECTRIC 

CABLE AMERICA CORPORATIONが販売しております。 

 

電極線        当社が製造販売しております。 

 

不動産賃貸      当社が不動産の賃貸をしております。 

 

非連結子会社である沖電線サービス（株）は、当社のサービス業務を受託しております。 

なお、その他の関係会社である沖電気工業（株）は、当社商品の販売先であります。 

 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、経営の基本方針として次の綱領を掲げております。 

・われらは社業を通じて広く社会の進運に貢献する

・われらは互いに協力し当社の限りなき発展に努める

・われらは自主と誠実を旨とし自ら恥じないことを期する

（２）目標とする経営指標

当社グループは、経営効率の向上を目指し、売上高・営業利益率を経営指標として設定し活動しております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、将来にわたって安定的な収益を確保し、ステークホルダーの皆様から評価される企業を目指し

中期経営計画を策定しております。 

2014年度から16年度までの中期経営計画「Ｒｅｂｏｒｎ１２０」では適正な収益力をもつニッチトップ電線メー

カーを目指し、2016年度に売上高120億円、営業利益率6％を目標とし取り組んでまいりました。 

2016年度の実績は、売上高は111.7億円、営業利益率は6.8％となりました。売上高は電極線セグメントにて採算

性の低い商品の販売戦略を見直したことで海外販売が計画を下回ったことが主な要因で目標とするレベルに達しま

せんでした。しかしながら、営業利益率は、コスト削減活動の推進、電極線セグメントにて販売戦略の見直しによ

る利益改善が進み達成できました。 

このような状況に鑑み、2017年度は、中期経営計画「Ｒｅｂｏｒｎ１２０」を１年延長し、更なる新商品の創出

力の向上と海外展開のレベルアップを図り売上高120億円を目指します。 

営業利益率は将来の成長に向けて、研究開発・生産・海外販売を加速するための投資を引き続き積極的に進める

ことや資源価格の上昇もあり5％とします。 

今後もより顧客志向を強め、海外でも価値を認められるニッチトップとなる商品を創出し、グローバル展開を進

めてまいります。 
 
2017年度のセグメント別の主な施策内容については以下のとおりであります。 

①電線・ケーブル事業 

・売上高拡大を目指して 

・自動化、ロボット化の流れで成長が継続すると見込まれるＦＡ市場や医療機器市場に注力する 

・研究開発を強化し新商品の市場投入を加速する 

・生産能力を高める 

・中国、米国、欧州への販売を加速する 

中国：新規顧客をさらに獲得し、既存顧客は深耕する 

米国：昨年設立したOKI ELECTRIC CABLE AMERICA CORPORATIONにより販売活動をさらに強化する 

欧州：代理店の活用を進める 

・品質と生産性をさらに高め、収益力の向上を図る 

②電極線事業 

・国内は顧客ニーズにタイムリーに対応し売上高拡大を図る 

・海外は高品質商品により顧客のインハウスシェアを拡大する 
 

（４）会社の対処すべき課題 

今後の経営環境は、景気は底堅く推移すると期待されますが、当社グループを取り巻く経営環境は決して楽観で

きるものではありません。 
 
当社グループの抱えている主な経営課題は以下のとおりであります。 

①積極的な事業拡大を図ること 

・新商品の投入を加速し売上高の拡大を図ること 

・新市場開拓を進めること 

②海外販売を加速すること 

・中国、米国、欧州で新規顧客を獲得すること 

③安定的な収益を確保すること 

・品質と生産性をさらに高め、コストを削減し、各セグメントの収益力を向上させること 
 
なお、管理体制面については、内部統制、コーポレート・ガバナンス、コンプライアンスの強化に取り組んで

まいります。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。 

なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内の同業他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、国際

会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。 
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,176,938 3,711,525 

受取手形及び売掛金 2,890,462 3,403,572 

有価証券 1,000,935 749,994 

商品及び製品 655,471 657,432 

仕掛品 515,769 545,135 

原材料及び貯蔵品 226,633 238,252 

繰延税金資産 120,045 148,885 

その他 115,576 131,455 

貸倒引当金 △900 △13,886 

流動資産合計 8,700,935 9,572,366 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,362,304 2,277,356 

機械装置及び運搬具（純額） 385,228 467,449 

土地 1,458,193 1,458,193 

その他（純額） 144,373 149,487 

有形固定資産合計 4,350,100 4,352,487 

無形固定資産 20,838 16,740 

投資その他の資産    

投資有価証券 571,938 684,913 

繰延税金資産 567,098 554,733 

その他 17,606 16,639 

貸倒引当金 △4,113 △4,100 

投資その他の資産合計 1,152,529 1,252,187 

固定資産合計 5,523,468 5,621,414 

資産合計 14,224,403 15,193,781 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,548,640 1,962,593 

短期借入金 190,000 190,000 

未払法人税等 180,486 228,820 

その他 887,312 911,874 

流動負債合計 2,806,439 3,293,287 

固定負債    

退職給付に係る負債 1,704,203 1,764,272 

長期預り保証金 282,892 284,377 

その他 8,266 2,091 

固定負債合計 1,995,362 2,050,741 

負債合計 4,801,801 5,344,029 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,304,793 4,304,793 

資本剰余金 3,101,531 3,101,531 

利益剰余金 2,838,113 3,176,343 

自己株式 △808,428 △808,987 

株主資本合計 9,436,009 9,773,681 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 212,821 291,440 

為替換算調整勘定 18,658 21,990 

退職給付に係る調整累計額 △244,887 △237,359 

その他の包括利益累計額合計 △13,408 76,071 

純資産合計 9,422,601 9,849,752 

負債純資産合計 14,224,403 15,193,781 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 11,237,733 11,176,149 

売上原価 8,540,986 8,283,448 

売上総利益 2,696,746 2,892,700 

販売費及び一般管理費    

荷造運搬費 218,456 197,984 

給料手当及び福利費 1,117,699 1,134,860 

退職給付費用 72,165 82,254 

研究開発費 209,387 247,998 

減価償却費 37,787 32,424 

貸倒引当金繰入額 49 12,986 

その他 408,672 423,326 

販売費及び一般管理費合計 2,064,218 2,131,836 

営業利益 632,527 760,864 

営業外収益    

受取利息 2,162 1,633 

受取配当金 16,392 16,990 

その他 7,454 5,837 

営業外収益合計 26,010 24,460 

営業外費用    

支払利息 3,692 2,990 

為替差損 28,277 15,476 

その他 2,193 1,070 

営業外費用合計 34,163 19,538 

経常利益 624,374 765,786 

特別利益    

固定資産売却益 44 149 

特別利益合計 44 149 

特別損失    

固定資産処分損 1,695 2,598 

減損損失 52,619 - 

特別損失合計 54,315 2,598 

税金等調整前当期純利益 570,103 763,338 

法人税、住民税及び事業税 194,127 280,989 

法人税等調整額 23,708 △54,494 

法人税等合計 217,836 226,495 

当期純利益 352,267 536,843 

親会社株主に帰属する当期純利益 352,267 536,843 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 352,267 536,843 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △49,765 78,619 

為替換算調整勘定 1,604 3,332 

退職給付に係る調整額 △162,270 7,528 

その他の包括利益合計 △210,431 89,479 

包括利益 141,836 626,322 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 141,836 626,322 

非支配株主に係る包括利益 － - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,304,793 3,101,531 2,765,282 △507,394 9,664,212 

当期変動額           

剰余金の配当     △279,436   △279,436 

親会社株主に帰属する当期
純利益     352,267   352,267 

自己株式の取得       △301,034 △301,034 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 72,831 △301,034 △228,203 

当期末残高 4,304,793 3,101,531 2,838,113 △808,428 9,436,009 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 為替換算調整勘定 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 262,587 17,053 △82,617 197,023 9,861,236 

当期変動額           

剰余金の配当         △279,436 

親会社株主に帰属する当期
純利益         352,267 

自己株式の取得         △301,034 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△49,765 1,604 △162,270 △210,431 △210,431 

当期変動額合計 △49,765 1,604 △162,270 △210,431 △438,634 

当期末残高 212,821 18,658 △244,887 △13,408 9,422,601 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,304,793 3,101,531 2,838,113 △808,428 9,436,009 

当期変動額           

剰余金の配当     △198,613   △198,613 

親会社株主に帰属する当期
純利益     536,843   536,843 

自己株式の取得       △558 △558 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 338,230 △558 337,671 

当期末残高 4,304,793 3,101,531 3,176,343 △808,987 9,773,681 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

為替換算調整勘定 退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 212,821 18,658 △244,887 △13,408 9,422,601 

当期変動額           

剰余金の配当         △198,613 

親会社株主に帰属する当期
純利益         536,843 

自己株式の取得         △558 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 78,619 3,332 7,528 89,479 89,479 

当期変動額合計 78,619 3,332 7,528 89,479 427,150 

当期末残高 291,440 21,990 △237,359 76,071 9,849,752 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 570,103 763,338 

減価償却費 379,446 436,217 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 23,528 71,260 

減損損失 52,619 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 49 12,973 

受取利息及び受取配当金 △18,555 △18,623 

支払利息 3,692 2,990 

為替差損益（△は益） 12,037 1,093 

有形固定資産廃棄損 1,695 2,598 

売上債権の増減額（△は増加） 459,195 △513,448 

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,246 △44,088 

仕入債務の増減額（△は減少） △310,266 413,557 

未払消費税等の増減額（△は減少） △17,642 △4,491 

預り保証金の増減額（△は減少） 2,802 1,485 

その他 207,718 47,798 

小計 1,354,178 1,172,662 

利息及び配当金の受取額 18,076 18,780 

利息の支払額 △3,585 △2,947 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △76,487 △257,922 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,292,181 930,573 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の純増減額（△は増加） △400,964 400,964 

有形固定資産の取得による支出 △426,440 △445,359 

有形固定資産の売却による収入 104 150 

無形固定資産の取得による支出 △7,612 △1,250 

定期預金の純増減額（△は増加） 400,000 － 

その他 1,995 822 

投資活動によるキャッシュ・フロー △432,917 △44,672 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の純増減額（△は増加） △302,839 △558 

配当金の支払額 △277,557 △197,656 

財務活動によるキャッシュ・フロー △580,396 △198,215 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14,357 △3,075 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 264,510 684,609 

現金及び現金同等物の期首残高 3,262,399 3,526,910 

現金及び現金同等物の期末残高 3,526,910 4,211,520 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項ありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数  4社

連結子会社の名称

沖電線ワイヤーハーネス（株）

モガミ電線（株） 

日沖電線（常熟）有限公司

OKI ELECTRIC CABLE AMERICA CORPORATION

平成28年10月17日において、１００％子会社OKI ELECTRIC CABLE AMERICA CORPORATIONを設立し、当

連結会計年度から連結の範囲に含めております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社

沖電線サービス（株）

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

適用外の非連結子会社沖電線サービス（株）は、当期純損益及び利益剰余金等からみて連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり重要性がないため、持分法を適用せず原価法により評価しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち日沖電線（常熟）有限公司の決算日は、12月31日であります。連結財務諸表の作成に

あたっては、同決算日の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの

期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

（イ）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

（ロ）その他有価証券

1.時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定しております。）を採用しております。

2.時価のないもの

 総平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定しております。）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

主として定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

②無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、自社利用ソフトウェアについては、自社における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用

しております。

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

 連結会計年度末現在有する売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金が可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外の消費税等は当連結会計年度の費用として処

理しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係

る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う

対象となっているものであります。

当社は、商品・サービス別の製造・販売体制を置き、商品・サービスについて国内及び海外の市場に対して

戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社は「電線・ケーブル」、「電極線」、「不動産賃貸」の３つを報告セグメントとしております。

「電線・ケーブル」の対象商品は、機器用電線、通信用ケーブル、光ケーブル、フラットケーブル、ワイヤ

ーハーネス、フレキシブル基板、オーディオ用ケーブル等であります。「電極線」の対象商品は、ワイヤ放電

加工機用電極線であります。「不動産賃貸」の対象物件は、本社・群馬地区等の土地・建物であります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースであり合計額は連結損益

計算書の金額と一致しております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方

法を定率法から定額法に変更しております。

この変更による当連結会計年度のセグメント利益に与える影響は軽微であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日） 

        （単位：千円） 

 
電線・ 
ケーブル 

電極線 
不動産 
賃貸 

合計 

売上高        

外部顧客への売上高 8,712,178 2,147,846 377,708 11,237,733 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － 

計 8,712,178 2,147,846 377,708 11,237,733 

セグメント利益 463,123 26,521 142,883 632,527 

その他の項目        

減価償却費 232,444 49,897 97,104 379,446 

（注）セグメント資産については、事業セグメントに資産を配分していないため記載しておりません。ただし、配分

されていない償却資産の減価償却費は、合理的な配賦基準で各事業セグメントへ配賦しております。 

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

        （単位：千円） 

 
電線・ 
ケーブル 

電極線 
不動産 
賃貸 

合計 

売上高        

外部顧客への売上高 8,799,316 2,002,829 374,003 11,176,149 

セグメント間の内部売上高又は振替高        

計 8,799,316 2,002,829 374,003 11,176,149 

セグメント利益 509,525 87,604 163,734 760,864 

その他の項目        

減価償却費 284,036 61,065 91,115 436,217 

（注）セグメント資産については、事業セグメントに資産を配分していないため記載しておりません。ただ

し、配分されていない償却資産の減価償却費は、合理的な配賦基準で各事業セグメントへ配賦しております。 
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
（単位：千円）

  電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計

外部顧客への売上高 8,712,178 2,147,846 377,708 11,237,733

 
２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）

日本 米州 欧州 本邦以外アジア 合計

9,849,112 786,386 424,953 177,281 11,237,733

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

主要な顧客の区分の外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％

以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

  電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計

外部顧客への売上高 8,799,317 2,002,829 374,004 11,176,149

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）

日本 米州 欧州 本邦以外アジア 合計

9,884,865 653,985 427,627 209,671 11,176,149

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

主要な顧客の区分の外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％

以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

        （単位：千円） 

  電線・ケーブル 電極線 不動産賃貸 合計 

減損損失 － 52,619 － 52,619 

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自平成28年４月１日 

至平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自平成28年４月１日 

至平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 260.93 272.78

１株当たり当期純利益金額（円） 9.56 14.87

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 352,267 536,843

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
352,267 536,843

期中平均株式数（株） 36,836,904 36,110,834

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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